
事 務 連 絡

令和４ 年 12 月 15 日

各

厚 生労働 省 子ど も 家庭局 保 育 課

保育所等における安全計画の策定に関する留意事項等について

保育所、 地域型保育事業所（ 以下「 保育所等」 という。） におけるこどもの安

全の確保については、令和３年７月に福岡県中間市において、保育所の送迎バス

に置き去りにされたこどもが亡く なるという大変痛ましい事案が発生するなど、

保育所等における重大事故が繰り返し発生する中、 第 208 回国会で可決・ 成立

した児童福祉法等の一部を改正する法律（ 令和４ 年法律第66号） において、 都

道府県等が条例で定めることとされている児童福祉施設等の運営に関する基準

のうち、「 児童の安全の確保」 に関するものについては、 国が定める基準に従わ

なければならないこととする改正が行われました。また、令和４年９ 月には、静

岡県牧之原市において、 認定こども園の送迎バスに置き去りにされたこどもが

亡く なるという大変痛ましい事案も発生しております。

こうした中、上記改正を受け、「 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等

の一部を改正する省令（ 令和４ 年厚生労働省令第159号）」 において、 保育所等

については、令和５ 年４ 月１日より安全に関する事項についての計画（ 以下「 安

全計画」 という。） を各施設において策定することを義務付ける1こととしていま

す。

保育所等における安全の確保に関する取組については、既に児童福祉法（ 昭和

22 年法律第164 号） に基づく 児童福祉施設又は家庭的保育事業等として、 児童

福祉施設の設備及び運営に関する基準（ 昭和23年厚生省令第63号。以下「 設備

運営基準」 という。）、 保育所保育指針（ 平成29年厚生労働省告示第117号） 等

1保育所等の児童福祉施設に対し、安全計画の策定を義務付けている児童福祉施設の設備及び

運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）第６条の３の規定については、同令第１条第

１項第３号の規定により、都道府県等が条例を定めるに当たって従うべき基準となっている。
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において示しているほか、子ども・ 子育て支援法（ 平成24年法律第65号） に基

づく 特定教育・ 保育施設又は特定地域型保育事業として、特定教育・ 保育施設及

び特定地域型保育事業並びに特定子ども・ 子育て支援施設等の運営に関する基

準（ 平成26年内閣府令第39号） 等の規定により、事故発生の防止のための指針

の整備等を行っていただいているところですが、今般、安全計画を各保育所等に

策定いただく に当たり、 既存の取組を踏まえた留意事項等を以下のとおり整理

していますので、各都道府県・ 市区町村の保育担当部局におかれては、当該内容

を十分御了知の上、 貴管内の保育所等に対して遺漏なく 周知していただく よう

お願いします。

記

【 新省令に基づく 安全計画策定の規定内容について】

○ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（ 令和

４ 年厚生労働省令第 159 号） の規定による改正後の設備運営基準及び家庭的

保育事業等の設備及び運営に関する基準（ 平成26 年厚生労働省令第61 号）

（ 以下「 新省令」 という。） に基づき全ての保育所等は、 令和５ 年４ 月より当

該保育所等を利用する児童の安全を確保するための取組を計画的に実施する

ための計画を策定しなければならない。（ 新省令第６条の３ 第１項）

○ 安全計画では、保育所等の設備の安全点検の実施に関すること、保育士等の

職員や児童に対し、保育施設内での保育時はもちろん、散歩等の園外活動時や、

保育所等が独自にバス等による送迎サービスを実施している場合におけるバ

ス等での運行時など施設外での活動、取組等においても、安全確保ができるた

めに行う指導に関すること、 安全確保に係る取組等を確実に行うための職員

への研修や訓練に関することなどを計画的に行うためのものであることが求

められる。（ 新省令第６ 条の３ 第１ 項）

○ 策定した安全計画について、 施設長など保育所等の運営を管理すべき立場

にある者（ 以下「 施設長等」 という。） は、 実際に児童に保育を提供する保育

士等の職員に周知するとともに、 研修や訓練を定期的に実施しなければなら

ない。（ 新省令第６ 条の３第２ 項）

○ 施設長等は、利用する児童の保護者等に対し、家庭での安全教育の実施等を

促すなど児童の安全に関する連携を図るため、 施設での安全計画に基づく 取

組の内容等を入園時等の機会において説明を行うなどにより周知しなければ

ならない。（ 新省令第６ 条の３ 第３ 項）

○ 施設長等は、 PDCAサイクルの観点から、 定期的に安全計画の見直しを行う

とともに、 必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。（ 新省令第６ 条の

３ 第４ 項）



【 安全計画の策定について】

○ 保育所等は、安全確保に関する取組を計画的に実施するため、各年度におい

て、当該年度が始まる前に、施設の設備等の安全点検や、園外活動等を含む保

育所等での活動、取組等における職員や児童に対する安全確保のための指導、

職員への各種訓練や研修等の児童の安全確保に関する取組についての年間ス

ケジュール（ 安全計画） を定めること（ 具体的な安全計画のイメージについて

は、「 保育安全計画例」 別添資料４ などを参考の上で作成すること）

○ 安全計画の作成に当たっては、「 いつ、 何をなすべきか」 を「 保育所等が行

う児童の安全確保に関する取組と実施時期例」 別添資料５ などを参考に整理

し、 必要な取組を安全計画に盛り込むことすること

○ 以上の一連の対応を実施することをもって保育所等における安全計画の策

定を行ったこととすること

【 児童の安全確保に関する取組について】

○ 児童の安全確保のために行う べき取組については、 保育所保育指針等の法

令や児童の安全の確保に関連しこれまでに発出されたマニュアルや事務連絡

（ 事故防止等マニュアル2、 児童の見落とし等の発生防止に関する事務連絡3、

バス送迎の安全管理マニュアル4等） 等に基づき取組が既になされていること

が想定されるものや、学校保健安全法（ 昭和33年法律第56号） の規定に基づ

く 安全計画（ 以下「 学校安全計画」 という。） の策定など幼稚園の取組内容等

を踏まえ、 以下のようなものが考えられる。

なお、当該内容は例示であって、地域や各保育所等の特性に応じ、独自に取

り組む安全対策等を行うことを否定するものではない点に留意されたい。

① 安全点検について

（ １） 施設・ 設備の安全点検

‧ 保育所等の設備等（ 備品、遊具等や防火設備、避難経路等） 定期的5に、文

書として記録6した上で、 改善すべき点を改善すること

‧ 点検先は保育園内のみならず、散歩コースや公園など定期的に利用する場

2教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン（平成28年

３月）https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/kyouiku_hoiku/pdf/guideline1.pdf
3令和４年４月11日付「保育所等の園外活動時等における園児の見落とし等の発生防止に向け

た取組の徹底について」（厚生労働省子ども家庭局保育課等事務連絡）
4こどものバス送迎・安全管理マニュアル（令和４年10月）
5学校安全計画は毎学期１回以上（年に３回目途）とされている
6事故防止等マニュアルでは年齢別のチェックリストの作成が奨励されている



所も含むこと

（ ２） マニュアルの策定・ 共有

‧ 通常保育時において、児童の動きを常に把握するための役割分担を構築す

ること

‧ リスクが高い場面（ 午睡、 食事、 プール・ 水遊び、 園外活動、 バス送迎）

での職員が気をつけるべき点、 役割分担を明確にすること

‧ 緊急的な対応が必要な場面（ 災害、不審者の侵入、火事（ 119番通報）） を

想定した役割分担の整理と掲示、保護者等への連絡手段の構築、地域や関

係機関との協力体制の構築などを行うこと

‧ これらをマニュアルにより可視化して常勤保育士だけでなく 非常勤職員、

保育補助者も含め、 保育所の全職員に共有すること

② 児童・ 保護者への安全指導等

（ １） 児童への安全指導

‧ 児童の発達や能力に応じた方法で、児童自身が保育所の生活における安全

や危険を認識すること、災害や事故発生時の約束事や行動の仕方について

理解させるよう努めること

‧ 地域の関係機関と連携し、 交通安全について学ぶ機会を設けること

（ ２） 保護者への説明・ 共有

‧ 保護者自身が安全に係るルール・ マナーを遵守することや、バスや自転車

通園の保護者には、交通安全・ 不審者対応について児童が通園時に確認で

きる機会を設けてもらう ことなど児童が家庭で安全を学ぶ機会を確保す

るよう依頼すること

‧ 保護者に対し、安全計画及び園が行う安全に関する取組の内容を説明・ 共

有すること

‧ また、児童の安全の確保に関して、保護者との円滑な連携が図られるよう、

安全計画及び園が行う安全に関する取組の内容について、公表しておく こ

とが望ましいこと

③ 実践的な訓練や研修の実施

‧ 避難訓練は、地震・ 火災だけでなく 、地域特性に応じた様々 な災害を想定

して行うこと。

‧ 救急対応（ 心肺蘇生法、気道内異物除去、AED・ エピペン®の使用等） の実

技講習を定期的に受け、 保育所内でも訓練を行うこと



‧ 不審者の侵入を想定した実践的な訓練や119番の通報訓練を行うこと

‧ 自治体が行う研修・ 訓練やオンラインで共有されている事故予防に資する

研修動画などを活用した研修を含め、研修や訓練は常勤保育士だけでなく

非常勤職員も含め、 保育所の全職員が受講すること

④ 再発防止の徹底

‧ ヒヤリ・ ハット 事例の収集及び要因の分析を行い、必要な対策を講じるこ

と

‧ 事故が発生した場合、原因等を分析し、再発防止策を講じるとともに、①

（ １） の点検実施箇所や① （ ２） のマニュアルに反映した上で、職員間の

共有を図ること

【 安全確保に関する取組を行うに当たっての留意事項】

○ リスクの高い場面（ 午睡、食事、プール・ 水遊び、園外活動、バス送迎等）

での対応を含む園内外での事故を防止するための、 職員の役割分担等を定め

るマニュアルや、緊急的な対応が必要な場面（ 災害、不審者侵入等） 時におけ

る職員の役割分担や保護者への連絡手段等を定めるマニュアルの策定が不十

分である場合は、 速やかに策定・ 見直しを行うこと

○ 園内活動時はもちろん、散歩などの園外活動時においては特に、常に児童の

行動の把握に努め、職員間の役割分担を確認し、見失うことなどがないよう留

意すること

このため、 前述の児童の見落とし等の発生防止に関する事務連絡のうち、

「 保育所等における園外活動時の安全管理に関する留意事項」 別添資料６ や

「 園児の見落とし等の防止に関する各自治体の取組例や実例を踏まえた留意

事項」 別添資料７ などを改めて参照すること

〇 児童を取り巻く 多様な危険を的確に捉え、 その発達の段階や地域特性に応

じた取組を継続的に着実に実施する必要があること。例えば、災害については、

地震、風水害、火災に留まらず、土砂災害、津波、火山活動による災害、原子

力災害などを含め、 地域の実情に応じて適切な対応に努められたいこと

○ 保育所等において、 独自にバス等による送迎サービスを実施している場合

についても、園が実施し、提供するサービスである以上は、保育提供時間外で

あるとしても、常に児童の行動の把握に努め、職員間の役割分担を確認し、児

童の見落としなどがないよう対応が必要であること

このため、前述のバス送迎の安全管理マニュアルについて、既にある園のマ

ニュアルに追加して使用する、マニュアルを見直す際に参考にするなど、各園

等での取組の補助資料として活用し、 バス送迎の安全管理を徹底すること



また、令和５ 年４ 月より、保育所等において ①、 降車時等に点呼等により児

童 ②の所在を確認すること、 送迎用バスへの安全装置の装備 ②（ については居

宅訪問型保育事業を義務づけの対象から除く ） を義務づけることとしており、

別途示す内容に沿って適切に対応すること

○ 都道府県、指定都市、中核市は、新省令の規定に基づき保育所等が安全計画

を策定し、当該計画に基づく 安全確保のための取組を行っているかを指導・ 監

査する必要があるが、 当該指導・ 監査は、「 児童福祉行政指導監査の実施につ

いて」（ 平成12年児発第471号厚生省児童家庭局長通知） の別紙１「 児童福祉

行政指導監査事項」 における２ 施設指導監査事項（ ２） 児童福祉施設事項の

第１の１の着眼点の欄中［ 保育所］ の「（ ５ ） 事故発生の防止のための指針の

整備等、事故発生の防止及び発生時の対応に関する措置を講じているか。」 の

規定に基づき実施すること。

【 キッズ・ ゾーンの設置について】

○ 保育所等が行う散歩等の園外活動の安全を確保するため、 小学校等の通学

路に設けられているスクールゾーンに準ずる取組として創設したキッズ・ ゾ

ーンについてはこれまで各種通知等7を通じ、 地域の実情に合わせ、 その設定

を検討いただく ようお願いしてきたところ、引き続き、各道路管理者、都道府

県警察等の関係者との連携しつつ、 不断の検討をお願いしたいこと

【 幼保連携型認定こども園に移行する時の対応について】

○ 保育所等から幼保連携型認定こども園に移行する場合、移行後は、認定こど

も園法第27条の規定により準用する学校保健安全法の規定に基づく 学校安全

計画を策定し、実施することとなる。ただし、新省令に基づき移行前に既に作

成している安全計画の様式により当該学校安全計画を作成することは可能で

あること。なお、その際には、時点だけでなく 、保育所等から幼保連携型認定

こども園への移行に伴って見直す点が生じていないかも確認し、 作成するこ

と。

なお、本内容は、内閣府子ども・ 子育て本部とも協議済みであることを申し

添える。

7「キッズ・ゾーンの設定の推進について（依頼）」（令和元年11月12日府子本第636号、府

子本第638号、子少発1112第１号、子保発1112第１号、障障発1112第１号内閣府子ども・

子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）、子ども・子育て本部参事官（認定こども園担

当）、厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室長、子ども家庭局保育課長、社会・援護

局障害福祉部障害福祉課長連名通知）等
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○ 本件についての問合せ先

厚生労働省子ども家庭局保育課

Ｔ ＥＬ ： ０ ３－５ ２５３－１ １１１ （ 内線４８５２， ４８５ ４）

Ｆ ＡＸ ： ０ ３－３ ５９５－２ ６７４

E-mai l ： hoi kuka@mhl w. go. j p



1

（ 別添資料１ ）

児童福祉法関連参照条文

児童福祉法1（昭和22年法律第164号）（抜粋）

第三十四条の十六市町村は、家庭的保育事業等の設備及び運営について、条例

で基準を定めなければならない。この場合において、その基準は、児童の身体

的、精神的及び社会的な発達のために必要な保育の水準を確保するものでな

ければならない。

② 市町村が前項の条例を定めるに当たつては、次に掲げる事項については内

閣府令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については内閣府

令で定める基準を参酌するものとする。

一（略）

二家庭的保育事業等の運営に関する事項であつて、児童の適切な処遇及び安

全の確保並びに秘密の保持並びに児童の健全な発達に密接に関連するものと

して内閣府令で定めるもの

③ （略）

第四十五条都道府県は、児童福祉施設の設備及び運営について、条例で基準を

定めなければならない。この場合において、その基準は、児童の身体的、精神

的及び社会的な発達のために必要な生活水準を確保するものでなければなら

ない。

② 都道府県が前項の条例を定めるに当たつては、次に掲げる事項については

内閣府令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については内閣

府令で定める基準を参酌するものとする。

一・二（略）

三児童福祉施設の運営に関する事項であつて、保育所における保育の内容

その他児童（助産施設にあつては、妊産婦）の適切な処遇及び安全の確保並

びに秘密の保持、妊産婦の安全の確保並びに児童の健全な発達に密接に関

連するものとして内閣府令で定めるもの

③ ⑥～ （略）

1児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第66号）に基づく令和５年４月施行時点

のもの
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児童福祉施設の設備及び運営に関する基準9（昭和23年厚生省令第63号）（抜粋）

（趣旨）

第一条児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号。以下「法」という。）第

四十五条第二項の厚生労働省令で定める基準（以下「設備運営基準」という。）

は、次の各号に掲げる基準に応じ、それぞれ当該各号に定める規定による基準

とする。

一・二（略）

三法第四十五条第一項の規定により、同条第二項第三号に掲げる事項につ

いて都道府県が条例を定めるに当たつて従うべき基準第六条の三、第九条

から第九条の三まで、第九条の五、第十条第三項、第十一条、第十四条の二、

第十五条、第十九条第一号（調理室に係る部分に限る。）、第二十六条第二号（調

理設備に係る部分に限る。）、第三十二条第一号（調理室に係る部分に限る。）

（第三十条第一項において準用する場合を含む。）及び第五号（調理室に係る

部分に限る。）（第三十条第一項において準用する場合を含む。）、第三十二条の

二（第三十条第一項において準用する場合を含む。）、第三十五条、第四十一条

第一号（調理室に係る部分に限る。）（第七十九条第二項において準用する場合

を含む。）、第四十八条第一号（調理室に係る部分に限る。）、第五十七条第一号

（給食施設に係る部分に限る。）、第六十二条第一号（調理室に係る部分に限

る。）及び第六号（調理室に係る部分に限る。）、第六十八条第一号（調理室に

係る部分に限る。）並びに第七十二条第一号（調理室に係る部分に限る。）の規

定による基準

四（略）

２・３ （略）

（児童福祉施設と非常災害）

第六条児童福祉施設（障害児入所施設及び児童発達支援センター（次条、第

九条の四及び第十条第三項において「障害児入所施設等」という。）を除く。

第十条第二項において同じ。）においては、軽便消火器等の消火用具、非常

口その他非常災害に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的

計画を立て、これに対する不断の注意と訓練をするように努めなければなら

ない。

9児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令

第159号）に基づく令和５年４月施行時点のもの
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２ 前項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、少なくとも毎月一回は、

これを行わなければならない。

（安全計画の策定等）

第六条の三児童福祉施設（助産施設、児童遊園及び児童家庭支援センターを除

く。以下この条において同じ。）は、児童の安全の確保を図るため、当該児童

福祉施設の設備の安全点検、職員、児童等に対する施設外での活動、取組等を

含めた児童福祉施設での生活その他の日常生活における安全に関する指導、

職員の研修及び訓練その他児童福祉施設における安全に関する事項について

の計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画

に従い必要な措置を講じなければならない。

２ 児童福祉施設は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の

研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

３ 保育所は、児童の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよう、保護

者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなければならない。

４ 児童福祉施設は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画

の変更を行うものとする。

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第61

号）（抜粋）

（趣旨）

第一条児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号。以下「法」という。）第

三十四条の十六第二項の厚生労働省令で定める基準（以下「設備運営基準」とい

う。）は、次の各号に掲げる基準に応じ、それぞれ当該各号に定める規定による

基準とする。

一（略）

二法第三十四条の十六第一項の規定により、同条第二項第二号に掲げる事

項について市町村が条例を定めるに当たって従うべき基準第六条、第七

条の二、第十一条から第十三条まで、第十五条、第十六条、第二十条、第二

十二条第四号（調理設備に係る部分に限る。）、第二十五条（第三十条、第三

十二条、第三十六条、第四十一条、第四十六条及び第四十八条において準用

する場合を含む。）、第二十七条、第二十八条第一号（調理設備に係る部分に
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限る。）（第三十二条及び第四十八条において準用する場合を含む。）及び第

四号（調理設備に係る部分に限る。）（第三十二条及び第四十八条において準

用する場合を含む。）、第三十三条第一号（調理設備に係る部分に限る。）及

び第四号（調理設備に係る部分に限る。）、第三十五条、第三十七条、第四十

条、第四十三条第一号（調理室に係る部分に限る。）及び第五号（調理室に

係る部分に限る。）、第四十五条並びに附則第二条から第五条までの規定に

よる基準

三（略）

２・３ （略）

（家庭的保育事業者等と非常災害）

第七条家庭的保育事業者等は、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災

害に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、これ

に対する不断の注意と訓練をするように努めなければならない。

２ 前項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、少なくとも毎月一回は、

これを行わなければならない。

（安全計画の策定等）

第七条の二家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、家庭

的保育事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安全点検、職員、児

童等に対する施設外での活動、取組等を含めた家庭的保育事業所等での生活そ

の他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的

保育事業所等における安全に関する事項について計画（以下「安全計画」とい

う。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、

前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

３ 家庭的保育事業者等は、児童の安全の確保に関して保護者との連携が図ら

れるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知しなけ

ればならない。

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安

全計画の変更を行うものとする。
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保育所保育指針（平成29年厚生労働省告示第117号）（抜粋）

第３章健康及び安全

３ 環境及び衛生管理並びに安全管理

（２）事故防止及び安全対策

ア保育中の事故防止のために、子どもの心身の状態等を踏まえつつ、施設

内外の安全点検に努め、安全対策のために全職員の共通理解や体制づくり

を図るとともに、家庭や地域の関係機関の協力の下に安全指導を行うこ

と。

イ事故防止の取組を行う際には、特に、睡眠中、プール活動・水遊び中、

食事中等の場面では重大事故が発生しやすいことを踏まえ、子どもの主体

的な活動を大切にしつつ、施設内外の環境の配慮や指導の工夫を行うな

ど、必要な対策を講じること。

ウ保育中の事故の発生に備え、施設内外の危険箇所の点検や訓練を実施す

るとともに、外部からの不審者等の侵入防止のための措置や訓練など不測

の事態に備えて必要な対応を行うこと。また、子どもの精神保健面におけ

る対応に留意すること。

４ 災害への備え

（１）施設・設備等の安全確保

ア防火設備、避難経路等の安全性が確保されるよう、定期的にこれらの安全

点検を行うこと。

イ備品、遊具等の配置、保管を適切に行い、日頃から、安全環境の整備に努

めること。

（２）災害発生時の対応体制及び避難への備え

ア火災や地震などの災害の発生に備え、緊急時の対応の具体的内容及び手順、

職員の役割分担、避難訓練計画等に関するマニュアルを作成すること。

イ定期的に避難訓練を実施するなど、必要な対応を図ること。

ウ災害の発生時に、保護者等への連絡及び子どもの引渡しを円滑に行うため、

日頃から保護者との密接な連携に努め、連絡体制や引渡し方法等について確

認をしておくこと。
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（３）地域の関係機関等との連携

ア市町村の支援の下に、地域の関係機関との日常的な連携を図り、必要な協

力が得られるよう努めること。

イ避難訓練については、地域の関係機関や保護者との連携の下に行うなど工

夫すること。

保育所保育指針解説（平成30年３月）（抜粋）

３ 環境及び衛生管理並びに安全管理

（２）事故防止及び安全対策

ア保育中の事故防止のために、子どもの心身の状態等を踏まえつつ、施設内

外の安全点検に努め、安全対策のために全職員の共通理解や体制づくりを図

るとともに、家庭や地域の関係機関の協力の下に安全指導を行うこと。

事故の発生を防止するためには、子どもの発達の特性と事故との関わりに

留意した上で、事故防止のためのマニュアルを作成するなど、施設長のリーダ

ーシップの下、組織的に取り組む。

事故発生防止に向けた環境づくりには、職員間のコミュニケーション、情報

の共有、事故予防のための実践的な研修の実施等が不可欠である。

日常的に点検項目を明確にして、定期的に点検を行い、文書として記録し、

その結果に基づいて問題のある箇所を改善し、全職員と情報を共有しておく。

保育中の安全管理には、保育所の環境整備が不可欠であり、随時確認し、環

境の維持及び改善に取り組む。また、日常的に利用する散歩の経路や公園等に

ついても、異常や危険性の有無、工事箇所や交通量等を含めて点検し記録を付

けるなど、情報を全職員で共有する。

また、保育中、常に全員の子どもの動きを把握し、職員間の連携を密にして

子どもたちの観察の空白時間が生じないようにする。子どもの安全の観察に当

たっては、午睡の時間を含め、一人一人の子どもを確実に観察することが重要

である。

重大事故の発生防止のため、あと一歩で事故になるところであったという、

ヒヤリ・ハット事例の収集及び要因の分析を行い、必要な対策を講じるなど、

組織的に取組を行う。

さらに、子どもが家庭においても安全な生活習慣を身に付けることができる

よう、保護者と連携を図るとともに、交通安全について学ぶ機会を設けるなど、

地域の関係機関と連携して取り組むことも重要である。
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イ事故防止の取組を行う際には、特に、睡眠中、プール活動・水遊び中、食

事中等の場面では重大事故が発生しやすいことを踏まえ、子どもの主体的

な活動を大切にしつつ、施設内外の環境の配慮や指導の工夫を行うなど、必

要な対策を講じること。

安全な保育環境を確保するため、子どもの年齢、場所、活動内容に留意し、

事故の発生防止に取り組む。特に、睡眠、プール活動及び水遊び、食事等の場

面については、重大事故が発生しやすいことを踏まえて、場面に応じた適切な

対応をすることが重要である。

例えば、乳児の睡眠中の窒息リスクの除去としては、医学的な理由で医師か

らうつぶせ寝を勧められている場合以外は、子どもの顔が見える仰向けに寝か

せることが重要である。睡眠前には口の中に異物等がないかを確認し、柔らか

い布団やぬいぐるみ等を使用しない、またヒモ及びヒモ状のものをそばに置か

ないなど、安全な睡眠環境の確保を行う。

また、定期的に子どもの状態を点検するなど、異常が発生した場合の早期発

見や重大事故の予防のための工夫が求められる。子どもを一人にしないこと、

寝かせ方に配慮すること、安全な睡眠環境を整えることは、窒息や誤飲、怪我

などの事故を未然に防ぐことにつながる。

プール活動や水遊びを行う場合は、監視体制の空白が生じないよう、専ら監

視を行う者とプール指導等を行う者を分けて配置し、役割分担を明確にする。

また、これらの職員に対して、監視の際に見落としがちなリスクや注意すべき

ポイントについて事前教育を十分に行う。十分な監視体制の確保が出来ない場

合は、プール活動の中止も検討すべきである。

食事の場面では、子どもの食事に関する情報（咀嚼や嚥下機能を含む発達や

喫食の状況、食行動の特徴など）や当日の子どもの健康状態を把握し、誤嚥等

による窒息のリスクとなるものを除去したり、食物アレルギーのある子どもに

ついては生活管理指導表等に基づいて対応したりすることが必要である。

なお、重大事故を防ぐためには危険を取り除く必要があるが、過度な子ども

の遊びの制約については、一定の配慮を要する。乳幼児期の子どもが遊びを通

して自ら危険を回避する力を身に付けていくことの重要性にも留意する必要

がある。こうした保育所における事故防止のための一連の取組や配慮について

保護者に十分周知を図り、理解を深めておくことが重要である。
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ウ保育中の事故の発生に備え、施設内外の危険箇所の点検や訓練を実施する

とともに、外部からの不審者等の侵入防止のための措置や訓練など不測の事

態に備えて必要な対応を行うこと。また、子どもの精神保健面における対応

に留意すること。

重大事故や不審者の侵入等、子どもに大きな影響を及ぼすおそれのある事

態に至った際の危機管理についても、緊急時の対応マニュアルを作成すると

ともに、実践的な訓練、園内研修の充実等を通じて、全職員が把握しておくこ

とが必要である。

例えば、緊急時の役割分担を決め、見やすい場所に掲示しておくことが、全

職員の共通理解を図る上で有効である。重大事故発生時の対応における役割

分担を決める際には、応急処置、救急蘇生、救急車の出動の要請、医療機関へ

の同行、事故の記録と保護者及び嘱託医や関係機関等への連絡等といった具

体的な行為に関する分担と、指示系統を明確にしておく。不審者の侵入など不

測の事態に関しても、その防止措置を含め、対応の具体的内容や手順、指示の

流れなどを職員間で確認しておくことが求められる。

保護者への説明は、緊急時には早急かつ簡潔に要点を伝え、事故原因等詳細

については、事故の記録を参考にして改めて具体的に説明する。

日常の備えとして、各職員の緊急連絡網、医療機関及び関係機関のリスト、

保護者の緊急連絡先を事前に整理しておくことが重要である。119番通報の際

の要点を事務室に掲示したり、園外活動等の際に携帯したりすることも有効で

ある。

さらに、緊急時に備えた連絡体制や協力体制を保護者や、消防、警察、医療

機関などの関係機関との間で整えておくとともに、地域とのコミュニケーショ

ンを積極的にとり、あらかじめ緊急時の協力や援助を依頼しておく。

また、施設内で緊急事態が発生した際には、保育士等は子どもの安全を確保

し、子どもや保護者が不安にならないよう、冷静に対応することが求められる。

子どもが緊急事態を目前に体験した場合には、強い恐怖感や不安感により、

情緒的に不安定になる場合もある（心的外傷後ストレス障害－PTSD：Post 

Traumatic Stress Disorder）。このような場合には、小児精神科医や臨床心理士

等による援助を受けて、子どもと保護者の心身の健康に配慮することも必要と

なる。


